










はじめに 

私に与えられたテーマは,「一般救急医療システムの中への母子救急の位置づけ」というの

ですが前回述べましたように,一般救急医療は,特別な災害等に関するものもありますが,

概ね,休日,時間外,夜間などの患者の受診に対するものであって,その対応の如何によって

は,診療拒否とか,たらいまわしとして,問題になるので,それには,公的の補助助成が,考慮

されています。 

愛知県においては,昭和 49 年「愛知県救急医療対策要綱」を策定し,次いで昭和 52 年に厚

生省の「救急医療対策事業実施要綱」の制定に伴い,図のような救急医療体制制度となり,

その運営の円滑化のため,医療情報システムを一部の地域で昭和 54 年 3月から,次いで,県

下全域で,56 年 4 月から案内業務が行われるようになりました。 

第 2次救急医療体制の中,名古屋市においては,前回お示ししたように,土曜日午後,日曜日

祭日のため輪番方式での対応に待機と空床に対して,補助が出ています(表 1)。 

第 3 次救急医療体制は,脳卒中,心筋梗塞,頭部損傷等の重篤救急患者の救命医療に対応し,

救命救急センター(8機関)と第三次病院群(3 機関)を指定,助成,更に,本年度ドクターカー

に専門医師の搭乗と,そのための報酬が考慮されています(テストケースとしてドクターカ

ー出勤モデル事業実施要綱-細則による)-(厚生省事業費1億9600万円救急現場医療確保事

業)。 

母子救急としては,前記の一般の救急とは,若干趣をことにし,母体側の救急の場合,胎盤の

早期剥離,子宮破裂にみられるように,超救急というべきものと,前置胎盤(未剥離),妊娠中

毒症などで 2,3 次へ母体搬送を行う場合など,非緊急といえるものとがあります。 

胎児側の場合にも,分娩中の胎児仮死臍帯脱出などは緊急性ですが,切迫早産,PROM,合併症

妊娠などは,非緊急的な母体搬送です。 

未熟児特に,極小,超未熟児の発生の疑われる場合には,新生児科,NICU 側としては,発生

(出産)した時点からの取り扱いは,緊急ですが,送る側の産科としての対応は非緊急です。 

こういうことですから,一般救急の目からは,母子救急の殆どは緊急性のある救急とは認め

られず,行政からの助成,補助も積極的ではありません。 

なお,健康保険では手術の時間外,深夜加算は,収容後 8時間以内とされているように,母体

搬送後の分娩まで(手術開始まで)また,異常児発生までの時間が,この時間を越えるものが

多いので,母子は救急での対応は救急としてなじまないこととなります。 

愛知県における救急対策費は(名古屋市を除いて)年間 18 億も計上されているのに母子に

対しては極めて僅少です(表 2)。 

前年の班会議の報告でも,「周産期医療は他科と異なる救急医療として位置づけられるとし,



その整備には要員,設備空床の確保をはかるよう,経済的支援が待たれる。常時待機の姿勢

が必要であり,一見余剰投資に見えますが,絶対条件であることが認識されねばならない。」

としています。しかし,一般救急としては,補助助成がありますが,母子救急としては,取り

上げられていません。 

ただし,前回述べましたように,周産期センターの新設改造ないし周産期関係 NICU の整備

に対しては,費用の一部の補助，ないし,借入金の利子補填が考慮されています。ランニン

グコストは原則として出ていません。(名古屋市においては,1,000 万程度の補助がありま

す。) 

要は,周産期センターの新設,子供病院の設立には,行政の補助があり,さらに既設の組替え,

改善によって,周産期関係,特に NICU の設備には補助があるので,この方法によって,周産

期施設の設備を行う(要請)必要があります。 

母子救急も,確固たる位置づけを確立せねばならなく,少産,特殊合計出生率が問題のこの

時期に,具体的な対応を要求すれば,その実現の可能性も有り得るでしょう。 


